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１．2026年６月期第１四半期の連結業績（2025年７月１日～2025年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属す
る四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年６月期第１四半期 1,777 10.2 156 42.1 167 133.9 114 151.3

2025年６月期第１四半期 1,612 1.6 109 △20.5 71 △38.7 45 △54.4
(注) 包括利益 2026年６月期第１四半期 113百万円( 141.1％) 2025年６月期第１四半期 46百万円( △52.9％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年６月期第１四半期 27.55 27.39

2025年６月期第１四半期 10.71 10.64

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年６月期第１四半期 3,970 2,602 65.5

2025年６月期 4,524 2,604 57.6
(参考) 自己資本 2026年６月期第１四半期 2,602百万円 2025年６月期 2,604百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年６月期 ― 0.00 ― 28.00 28.00

2026年６月期 ―

2026年６月期(予想) 0.00 ― 32.00 32.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年６月期の連結業績予想（2025年７月１日～2026年６月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,800 10.4 705 10.9 700 8.7 480 13.2 115.05
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） ― 、除外 ―社（社名） ―

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年６月期１Ｑ 4,370,000株 2025年６月期 4,367,000株

② 期末自己株式数 2026年６月期１Ｑ 217,231株 2025年６月期 217,231株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年６月期１Ｑ 4,150,389株 2025年６月期１Ｑ 4,248,036株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、物価上昇により個人消費に足踏みが見られるものの、旺盛な

インバウンド需要や雇用・所得環境の改善など景気の緩やかな回復の動きがみられました。しかしながら、地政学

リスクの高まりや中国経済の減速の他、不確実性の高い米国通商政策への懸念など景気の先行きについては不透明

な状況が続いております。

当社グループが属するコンピューティング業界においては、人工知能（AI）技術の進展によりデジタルトランス

フォーメーション（DX）が加速し、少子高齢化など様々な社会課題を解決すべく、コンピューティング技術のより

一層の活用が求められております。科学技術計算など研究分野で活用されている他、さまざまな産業用途でも活用

されており、今後も市場規模の拡大が見込まれております。

このような環境において当社グループは、「スーパーコンピュータからエッジコンピュータ」まで網羅するコン

ピューティングソリューションを提供することで、顧客のバリューチェーンに応じた最適なサービスをワンストッ

プで提供できる体制を構築しております。事業部ごとに研究開発DX、製造業・非製造業DXを戦略分野と定め、当社

の強みである幅の広い顧客基盤に対して、事業部間で異なるコンピューティング分野のシナジーを発揮することで

差別化を図り、競争優位性の向上に取り組んでおります。

当社グループが重視している人財面については、人的資本に関する基本的な考え方として「人財グランドデザイ

ン」を策定し、戦略的に技術系人材の充実に努め、多様な技術系人財を集結し、高度化する顧客の課題や要望に対

する製品・サービスを提供する体制を構築しております。経営体制については、業務執行の迅速化と次世代を担う

経営幹部育成を目的として新たに執行役員制度を導入し、持続的な成長実現のために経営体制の見直し図っており

ます。又、グローバル戦略として海外向けソフトウエアライセンスビジネスの強化に取り組み、国内市場中心のビ

ジネスモデルから海外事業の基盤強化を引き続き進めております。一方、円安進行による輸入コストの上昇や米国

通商政策の不確実性によるグローバル経済の減速懸念などマイナスの外部要因はありますが、「人とコンピューテ

ィングの力で世界平和に貢献する」という経営理念のもと、「中期経営計画 Vision2027」で掲げた目標を達成す

べく取り組んでおります。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,777,865千円（前年同期比10.2％増）、営業利益156,153千

円（前年同期比42.1％増）、経常利益167,785千円（前年同期比133.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益

114,362千円（前年同期比151.3％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① HPC事業

大学等公的研究機関及び民間企業向けともに低調に推移したことで、売上高は前年同期比で減少となりました。

引き続き案件管理の徹底を進め、一定の利益率を確保することで採算は改善しました。人財採用が一服し、営業経

費の抑制に努めて販売管理費は減少したものの、減収によりセグメント利益は前年同期比で減少となりました。

以上の結果、HPC事業の売上高は658,839千円（前年同期比36.6％減）、セグメント利益は17,569千円（前年同期

比82.3％減）となりました。

② CTO事業

継続顧客、新規顧客向けで大口案件を受注したことで、売上高は前年同期比で増加となりました。大口案件の一

部で低粗利があったものの、価格転嫁を進めるなど他の案件で一定の利益率を確保したことで、採算が改善しまし

た。販売管理費は増加したものの増収と利益率の改善により、セグメント利益は前年同期比で増加となりました。

以上の結果、CTO事業の売上高は1,119,025千円（前年同期比95.3％増）、セグメント利益は138,583千円（前年

同期比1,211.0％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は3,646,537千円となり、前連結会計年度末と比べ524,363千円減

少いたしました。これは主に電子記録債権が69,519千円、前渡金が36,021千円、棚卸資産が32,009千円増加したも

のの、現金及び預金が481,675千円、売掛金が161,752千円減少したことによるものであります。固定資産は

324,161千円となり、前連結会計年度末と比べ29,156千円減少いたしました。これは主に建物が14,329千円増加し

たものの、繰延税金資産が46,139千円減少したことによるものであります。

以上の結果、総資産は3,970,698千円となり、前連結会計年度末に比べ553,520千円減少いたしました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は1,130,758千円となり、前連結会計年度末と比べ507,987千円減

少いたしました。これは主に未払法人税等158,048千円、支払手形及び買掛金が118,687千円、賞与引当金が

103,500千円、1年内返済予定の長期借入金が31,668千円、その他が74,635千円減少したことによるものでありま

す。固定負債は237,500千円となり、前連結会計年度末と比べ43,750千円減少いたしました。これは長期借入金が

43,750千円減少したことによるものであります。

以上の結果、負債合計は1,368,258千円となり、前連結会計年度末に比べ551,737千円減少いたしました。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は2,602,440千円となり、前連結会計年度末と比べ1,782千円減

少いたしました。これは主に利益剰余金が1,830千円減少したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年６月期の通期連結業績予想につきましては、2025年８月14日の「2025年６月期 決算短信〔日本基準〕

（連結）」で公表しました連結業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,082,421 1,600,745

売掛金 1,087,153 925,401

電子記録債権 80,594 150,114

製品 24,750 7,240

仕掛品 166,636 231,612

原材料及び貯蔵品 584,511 569,055

前渡金 72,679 108,701

その他 72,152 53,666

流動資産合計 4,170,900 3,646,537

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 42,877 57,207

機械及び装置（純額） 50,716 44,621

車両運搬具（純額） 274 254

工具、器具及び備品（純額） 9,710 14,272

土地 14,698 14,698

有形固定資産合計 118,277 131,053

無形固定資産

ソフトウエア 24,336 29,560

無形固定資産合計 24,336 29,560

投資その他の資産

投資有価証券 51,200 51,200

繰延税金資産 126,559 80,420

その他 32,944 31,926

投資その他の資産合計 210,703 163,547

固定資産合計 353,318 324,161

資産合計 4,524,219 3,970,698
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 453,189 334,501

1年内返済予定の長期借入金 244,432 212,764

未払法人税等 170,519 12,471

前受金 271,369 262,395

賞与引当金 132,777 29,277

役員賞与引当金 15,750 5,250

製品保証引当金 50,599 48,625

その他 300,108 225,472

流動負債合計 1,638,745 1,130,758

固定負債

長期借入金 281,250 237,500

固定負債合計 281,250 237,500

負債合計 1,919,995 1,368,258

純資産の部

株主資本

資本金 230,677 231,241

資本剰余金 349,796 350,360

利益剰余金 2,388,380 2,386,549

自己株式 △365,898 △365,898

株主資本合計 2,602,956 2,602,253

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 1,266 186

その他の包括利益累計額合計 1,266 186

純資産合計 2,604,223 2,602,440

負債純資産合計 4,524,219 3,970,698
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年９月30日)

売上高 1,612,929 1,777,865

売上原価 1,137,731 1,229,000

売上総利益 475,197 548,864

販売費及び一般管理費 365,332 392,711

営業利益 109,865 156,153

営業外収益

受取利息 708 2,898

保険配当金 557 266

確定拠出年金返還金 ― 548

為替差益 ― 8,322

その他 198 747

営業外収益合計 1,463 12,784

営業外費用

支払利息 2,400 1,151

為替差損 36,357 ―

支払手数料 845 ―

営業外費用合計 39,603 1,151

経常利益 71,725 167,785

特別損失

固定資産除却損 ― 32

特別損失合計 ― 32

税金等調整前四半期純利益 71,725 167,752

法人税、住民税及び事業税 410 7,250

法人税等調整額 25,810 46,139

法人税等合計 26,221 53,389

四半期純利益 45,504 114,362

親会社株主に帰属する四半期純利益 45,504 114,362
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年９月30日)

四半期純利益 45,504 114,362

その他の包括利益

為替換算調整勘定 1,473 △1,080

その他の包括利益合計 1,473 △1,080

四半期包括利益 46,978 113,282

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 46,978 113,282
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間(自 2024年７月１日 至 2024年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額HPC事業 CTO事業 合計

売上高

一定時点で移転される財 1,011,738 573,088 1,584,826 ― 1,584,826

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

28,102 ― 28,102 ― 28,102

顧客との契約から生じる
収益

1,039,841 573,088 1,612,929 ― 1,612,929

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,039,841 573,088 1,612,929 ― 1,612,929

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 1,039,841 573,088 1,612,929 ― 1,612,929

セグメント利益 99,294 10,570 109,865 ― 109,865

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

当第１四半期連結累計期間(自 2025年７月１日 至 2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額HPC事業 CTO事業 合計

売上高

一定時点で移転される財 627,337 1,119,025 1,746,362 ― 1,746,362

一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

31,502 ― 31,502 ― 31,502

顧客との契約から生じる
収益

658,839 1,119,025 1,777,865 ― 1,777,865

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 658,839 1,119,025 1,777,865 ― 1,777,865

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 658,839 1,119,025 1,777,865 ― 1,777,865

セグメント利益 17,569 138,583 156,153 ― 156,153

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年７月１日
至 2024年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年９月30日)

減価償却費 12,124千円 12,229千円

（重要な後発事象）

（当社の取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の詳細決定及び第三者割当による自己株式処分）

当社は、2025年８月28日開催の取締役会において、当社の取締役（社外取締役を除きます。）及び執行役員

（委任型）（国内非居住者を除きます。以下、「取締役等」といい、断りのない限り同様とします。）を対象と

した新たな業績連動型株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入することを決議いたしました。本

制度に関する議案は、2025年９月29日開催の第20回定時株主総会において決議されました。

本日開催の取締役会において、本制度の詳細を決定するとともに、本制度導入に伴う第三者割当による自己株

式の処分を行うことについて決議いたしました。

１．本信託の詳細

①名称 役員向け株式給付信託

②委託者 当社

③受託者 株式会社りそな銀行

株式会社りそな銀行は株式会社日本カストディ銀行と特定包括信託契約を締結し、

株式会社日本カストディ銀行は再信託受託者となります。

④受益者 取締役等のうち、株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

⑤信託管理人 当社と利害関係を有しない第三者

⑥信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

⑦本信託契約の締結日 2026年２月16日（予定）

⑧金銭を信託する日 2026年２月16日（予定）

⑨信託の期間 2026年２月16日（予定）から本信託が終了するまで

（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り本信託は継続するものとします。）

２．第三者割当による自己株式の処分

(1)処分の概要

本信託の設定時における当社株式の取得は、当社の自己株式処分を引き受ける方法（以下、「本自己株式処

分」といいます。）により取得する予定で、処分価額、処分総額等の詳細は決定次第、改めて開示いたします。

（１）処分期日 2026年２月16日（予定）

（２）処分株式の種類及び数 当社普通株式 50,000株

（３）処分価額 未定※

（４）処分総額 未定※

（５）処分先 株式会社日本カストディ銀行（信託口）

（６）その他 本自己株式処分については、金融商品取引法による臨時報告書を提出いた

します。

※処分価額は、本自己株式処分の処分価額決定に係る当社取締役会（2026年１月29日予定）における決議日の

前営業日の東京証券取引所での当社株式の終値（当該日に売買がない場合は、当該日から遡った直近取引日

の終値）とする予定です。また、処分総額は、処分価額決定後に処分株数を乗じて算出いたします。
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(2)処分の目的及び理由

当社は、2025年８月28日開催の取締役会において、本制度を導入することを決議し、本制度の導入に関する議

案を2025年９月29日開催の第20回定時株主総会において決議いたしました。（本制度の概要につきましては、

2025年８月28日付「当社の取締役等に対する業績連動型株式報酬制度の導入に関するお知らせ」をご参照くださ

い。）

本自己株式処分は、本制度導入のため、本信託の受託者である株式会社りそな銀行の再信託受託者である株式

会社日本カストディ銀行（信託口）に対し、第三者割当により自己株式を処分するものです。

処分数量につきましては、本制度の導入に際し当社が制定した株式給付規程に基づき、５事業年度中に付与す

ると見込まれる株式の総数に相当するものであり、2025年６月30日現在の発行済株式総数4,367,000株に対し、

1.14％（2025年６月30日現在の総議決権個数41,393個に対する割合1.21％。いずれも小数点以下第３位を四捨五

入）となります。当社としましては、本自己株式処分による処分数量及び希薄化の規模は合理的であり、流通市

場への影響は軽微であると考えております。

(3)処分価額の算定根拠およびその具体的内容

本自己株式処分における処分価額につきましては、2026年１月29日（予定）開催の取締役会で決定の上、お知

らせいたします。

(4)企業行動規範上の手続きに関する事項

本自己株式処分は、①希薄化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、東京

証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手および株主の意思確認手続きは

要しません。

（当社の従業員等に対する従業員向け株式給付信託の導入、詳細決定及び第三者割当による自己株式処分）

当社は、本日開催の取締役会において、当社の執行役員（雇用型）及び従業員の一部（国内非居住者を除きま

す。以下、「従業員等」といい、断りのない限り同様とします。）を対象としたインセンティブ・プランとして、

「従業員向け株式給付信託」（以下、「本制度」といいます。）を導入及びその詳細を決定するとともに、本制

度導入に伴う第三者割当による自己株式の処分を行うことについて決議いたしました

１．本制度の導入の目的

当社は、従業員等に対するインセンティブ・プランの一環として、当社の中長期的な業績の向上及び企業価値

の増大への従業員等の貢献意欲を高めることを目的として、本制度を導入することといたしました。

２．本信託の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」といい、本信託の設定のため、

株式会社りそな銀行と締結する信託契約を「本信託契約」といいます。）が当社株式を取得し、当社取締役会で

定める株式給付規程（以下、「株式給付規程」といいます。）に基づいて、従業員等に対し、当社株式及び当社

株式の時価相当額の金銭（以下、「当社株式等」といいます。）を、本信託を通じて給付する制度です。

３．本信託の詳細

①名称 従業員向け株式給付信託

②委託者 当社

③受託者 株式会社りそな銀行

株式会社りそな銀行は株式会社日本カストディ銀行と特定包括信託契約を締結し、

株式会社日本カストディ銀行は再信託受託者となります。

④受益者 従業員等のうち、株式給付規程に定める受益者要件を満たす者

⑤信託管理人 当社の従業員から選定

⑥信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）
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⑦本信託契約の締結日 2026年２月16日（予定）

⑧金銭を信託する日 2026年２月16日（予定）

⑨信託の期間 2026年２月16日（予定）から本信託が終了するまで

（特定の終了期日は定めず、本制度が継続する限り本信託は継続するものとします。）

４．第三者割当による自己株式の処分

(1)処分の概要

本信託の設定時における当社株式の取得は、当社の自己株式処分を引き受ける方法（以下、「本自己株式処

分」といいます。）により取得する予定で、処分価額、処分総額等の詳細は決定次第、改めて開示いたします。

（１）処分期日 2026年２月16日（予定）

（２）処分株式の種類及び数 当社普通株式 210,000株

（３）処分価額 未定※

（４）処分総額 未定※

（５）処分先 株式会社日本カストディ銀行（信託口）

（６）その他 本自己株式処分については、金融商品取引法による臨時報告書を提出いた

します。

※処分価額は、本自己株式処分の処分価額決定に係る当社取締役会（2026年１月29日予定）における決議日の

前営業日の東京証券取引所での当社株式の終値（当該日に売買がない場合は、当該日から遡った直近取引日

の終値）とする予定です。また、処分総額は、処分価額決定後に処分株数を乗じて算出いたします。

(2)処分の目的および理由

当社は、本日開催の取締役会において、当社の中長期的な業績の向上及び企業価値の増大への従業員等の貢献

意欲を高めることを目的として、本制度の導入を決議しました。

本自己株式処分は、本制度導入のため、本信託の受託者である株式会社りそな銀行の再信託受託者である株式

会社日本カストディ銀行（信託口）に対し、第三者割当により自己株式を処分するものです。

処分数量につきましては、本制度の導入に際し当社が制定した株式給付規程に基づき、2026年６月末日で終了

する事業年度から2030年６月末日で終了する５事業年度を対象に付与すると見込まれる株式の総数に相当するも

のであり、2025年６月30日現在の発行済株式総数4,367,000株に対し、4.81％（2025年６月30日現在の総議決権個

数41,393個に対する割合5.07％。いずれも小数点以下第３位を四捨五入）となります。当社としましては、本自

己株式処分による処分数量及び希薄化の規模は合理的であり、流通市場への影響は軽微であると考えておりま

す。

(3)処分価額の算定根拠およびその具体的内容

本自己株式処分における処分価額につきましては、2026年１月29日（予定）開催の取締役会で決定の上、お知

らせいたします。

(4)企業行動規範上の手続きに関する事項

自己株式処分は、①希薄化率が25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、東京証

券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手および株主の意思確認手続きは要

しません。


